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日本の子宮頸がん罹患率の推移

• 日本では年間約11,000例が罹患、約3,000人が死亡

• 若年層での増加が顕著で、近年では30歳～50歳代で罹患率が高い



子宮頸がん死亡率の国際比較

• 日本の子宮頸がん罹患
率、死亡率は1990年代
には諸外国より低いレベ
ルだったが、現在は米
国、西欧、オーストラリ
ア、韓国より高いレベル
になっている

• 諸外国の子宮頸がん減少
は主として検診の効果と
解釈されている



罹患率・死亡率とも若年・中年層で顕著に増加

Cancer Sci 2022;113(5):1801-1807

罹患率 死亡率

罹
患

率
（

人
口

1
0
万

対
）

死
亡

率
（

人
口

1
0
万

対
）

20歳代、30歳代、40歳代で
統計学的に有意に増加

30歳代、50歳代で
統計学的に有意に増加



最新のデータを含めた子宮頸がん罹患率の動向
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がん情報サービス「統計」高精度地域＋全国がん登録 https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/data/dl/index.html

全国がん登録
（2016-2019年）



HPV感染と子宮頸がん
• 子宮頸がんの95％以上は

子宮頸部のHPVの持続的
な感染が原因

• HPVは感染しやすく、性
交経験を有する人の大半
が生涯に一度は感染する

• 日本人女性※のHPV検出
率は、10歳代～20歳代で
最も高く、20%前後と報
告されている

※細胞診正常例



HPVワクチンの予防効果

• HPVワクチンは、HPV感染、子宮頸がん前がん病変、子宮頸がんに対して高い予防効果がある
• HPVの予防効果は、接種時の年齢が上がるほど弱くなる
• HPVワクチンは、中咽頭（のど）、性器、肛門のHPV感染と前がん病変の予防効果も報告されている

接種時の年齢
が上がると効果が弱くなる
（既に感染したウイルスを排除
する効果はない）

相対リスク0.05 = 接種者の前がん病変
発症リスクが非接種者の20分の1

「日本人のためのがん予防法」
https://epi.ncc.go.jp/can_prev/93/8969.html
2022年8月にHPVワクチンと子宮頸がんの評価＝”確実”



HPVワクチンを
めぐる経緯
• HPVワクチンは接種後の多様な症状が生

じることが報告され、2013年から2021
年まで積極的勧奨が控えられていた

• その後厚生労働省の審議会でHPVワクチ
ンの安全性について特段の懸念が認めら
れないことが確認され、接種による有効
性が副反応のリスクを明らかに上回ると
認められた

• HPVワクチン接種への不安や多様な症状
に対処するため、地域ブロック拠点病院
を中心とした医療連携体制、相談体制お
よび報告・救済制度が設けられた

• 2022年度からHPVワクチンの積極的勧
奨が本格的に再開された

• 合わせて、積極的勧奨が控えられていた
期間に接種対象であった世代へのキャッ
チアップ接種が開始された



日本のHPVワクチンの接種率

キャッチアップ世代※

※2023年度から2006年度生まれも対象



積極的勧奨再開後のワクチン接種状況
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積極的勧奨再開後のワクチン接種状況
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自治体のHPVワクチン実施状況（2022年9月調査）
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[3回目接種未完了者を抽出してキャッチアップの案内を送付した自治体の割合]



統計学的有意差あり

ワクチン接種世代と非接種世代の
子宮頸部細胞診異常の割合

The Lancet Regional Health - Western Pacific 2022;18: 100327

導入前世代
細胞診異常 [3.43%]
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積極的勧奨再開後の副反応疑い報告数

第93回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会副反応検討部会、令和５年度第１回薬事・食品衛生審議会薬事分科会医薬品等安全対策部会安全対策調査会（合同開
催） 資料3, https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000208910_00060.html

積極的勧奨
再開決定



日本のHPVワクチンの接種スケジュール

• 日本における子宮頸がん
罹患率、死亡率はともに
西欧、オーストラリア、
韓国より高いレベル

• 日本では現在（2023年5月時点）、小学校6年生～高校1年生相当の女性を対象に、2価・4価・9価HPVワクチン
の定期接種が実施されている（原則3回接種。2023年度から、9価の1回目を15歳までに受ける場合は2回接種）

• 加えて、1997年度生まれ～2006年度生まれ（誕生日が1997年4月2日～2007年4月1日※）の女性に対して、2022
年４月から2025年３月末まで公費でのHPVワクチン接種が提供されている（キャッチアップ接種）

※キャッチアップ接種開始時は2005年度生まれまでが対象。2023年度から2006年度生まれがキャッチアップ対象となった。



HPVワクチン接種後の多様な症状

• HPVワクチンの接種後、接種部位

の痛み、腫れ、紅斑などの局所反

応が高頻度に発現する

• 頭痛、発熱などの全身反応も、局

所反応より頻度は低いものの一定

程度発現することが知られている

• ワクチン接種前後には、ワクチン

の種類には関係なく、ワクチン接

種への不安や注射針への恐怖や痛

みなどにより、過呼吸やめまい、

痛み、不随意運動、しびれ、手足

の動かしにくさなどを起こす可能

性があることが知られている

（予防接種ストレス関連反応）



HPVワクチン接種後の症状への対応

• 予防接種にあたる医師やかかりつけ医が「HPVワクチン接種後に生じた症状に関する診療マニュアル」「HPVワクチン接
種後に生じた症状に対する診療の手引き」などに沿ってワクチン接種前、症状出現時などに適切に対応する

• HPVワクチン接種後に痛みなどの様々な症状がみられた人が地域において相談や適切な診療を受けることができるよう
に、地域ブロック拠点病院※を中心とした医療連携体制、相談体制および報告・救済制度が設けられている

https://nippon-itami.org/hpv-vaccine_form/
https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou28/dl/yobou150819-2.pdf

※ 北海道: 北海道大学病院, 東北: 福島県立医科大学附属病院, 関東: 順天堂大学医学部附属順天堂病院,横浜市立大学附属市民総合医療センター, 甲信越: 新潟大学医歯学総合病院,北陸: 富山大学
附属病院, 東海: 愛知医科大学病院,近畿:京都府立医科大学附属病院, 大阪医科薬科大学病院, 中国:岡山大学病院, 四国:高知大学医学部附属病院, 九州・沖縄:九州大学病院（2023年4月現在）



子宮頸がん検診による2次予防の重要性

• HPVワクチンには既に感染したウイルスを排除する効果はない

• 接種対象の年齢が上がると予防効果が弱くなる

• 特にキャッチアップ世代はHPVワクチンの効果が十分でない可能性

• ワクチンで予防できないタイプのHPVの型がある※

⇒子宮頸がん検診による2次予防が重要

※日本人におけるHPV陽性子宮頸がんの9割以上が9価HPVワクチンによって予防可能なHPV型に起因する。



日本の子宮頸がん検診

• 日本の対策型検診の子宮頸がん検診方法は子宮頸部細胞診（20歳以上2年に1回）

• 国立がん研究センター「有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン」2019

年度版の評価

子宮頸部細胞診検査(従来法・液状検体法)： 推奨A

HPV検査単独法： 推奨A

細胞診・HPV検査併用法： 推奨C

推奨A：浸潤がん罹患率減少効果を示す十分な証
拠があるので、実施することを勧める

推奨C：浸潤がん罹患率減少効果を示す証拠があ
るが、不利益が大きいため、受診者の不
利益を最小化する方法の確立と対象年
齢・検診間隔の遵守、診断アルゴリズム
に精通した婦人科医の確保という条件が
解決した場合にのみ実施が可能

「有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン」2019年度版
http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/shikyukeigan.html

＜子宮頸部細胞診＞
子宮頸管および腟部表面の全面擦過法によって検体を採取して、迅速に処理した後、パパニコロウ染色を行い顕微鏡下で観察する方法。先進国では広く普及した歴史の
ある子宮頸部の検査法。
＜HPV検査＞
子宮頸部細胞診と同様に子宮頸管および腟部表面を擦過して得られた検体を用いた検査で、検体中のHPV DNAを検出する方法。一般的なHPV検査はハイリスクHPV検査
とHPVタイピング検査に大別される。ハイリスクHPV検査は高リスク型/低リスク型HPVをまとめて検出し、結果を陰性/陽性のみで判定する。一方、HPVタイピング検
査はHPVのタイプを個別に判定する。



子宮頸がん検診受診率の国際比較

日本の子宮頸がん
検診受診率は低い



子宮頸がん検診のアルゴリズム

• 2年ごとの検診
• 検査結果に応じた異なるタイミングの精密検査とフォローアップ
• 次回の検診

HPV検査法の検診アルゴリズムの例
（オーストラリア）

受診履歴の管理が必須



子宮頸がん対策の国際的状況

出典：WHO. The Global Health Observatory. Girls aged 15 years old that received the recommended doses of HPV vaccine. 
https://www.who.int/data/gho/data/indicators/indicator-details/GHO/girls-aged-15-years-old-that-received-the-recommended-doses-of-hpv-vaccine）より作図



WHOの推奨する包括的な子宮頸がん対策

⇒HPVワクチンによる1次予防、検診による2次予防、治療、ケア、およびそれらのモニタリングを
切れ目なく実施することが重要



オーストラリアの子宮頸がん対策を支える制度
・オーストラリアでは連邦法によって国

の子宮頸がん対策のための管理体制が
定められており、HPVワクチン接種は
予防接種登録、がん検診に関する情報
はNational Cancer Screening 
Register（NCSR）で一元的に管理さ
れている

・NCSRは予防接種登録、死亡登録、が
ん登録などの情報システムと個人番号
を用いて突合することが可能

・それによって対象者、医療者双方から
履歴閲覧、受診通知、事業管理・運
営、エビデンスに基づいた政策・プロ
グラムの策定までが可能

・オーストラリアは2035年までに子宮頸
がんを撲滅*できると予測されている

＊罹患率4 (人口10万対)以下。日本は16.8（2019年）
Lancet Public Health. 2019;4(1):e19-e27



まとめ
• 子宮頸がんはHPVワクチンと検診によって予防・撲滅※が可能ながん

• HPVワクチンは、接種による予防の利益が副反応のリスクを上回ること
が明らかになっている

• HPVワクチンは体内のウイルスを排除する効果はなく、ワクチンで予防
できないタイプのウイルスがあるため、子宮頸がん検診による2次予防
が合わせて重要

• 接種対象の女性（小学校6年生～高校1年生相当）は、現状入手できる
HPVワクチンを接種することが推奨される

• 特にキャッチアップ世代（1997年度生まれ～2006年度生まれの女性）
へのHPVワクチン接種勧奨（＋検診受診勧奨）が急務

• 子宮頸がん対策は、1次予防、2次予防、治療・ケアを包括的に実施す
ることが重要であり、長期的にはそれらを通じた情報を一元的に収集・
管理できる制度の構築が必要

※罹患率が人口10万対で数例レベル



参考資料（ワクチンと検診に関する情報提供資材など）

• 厚生労働省 HPVワクチンに関する情報提供資材
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/leaflet.html
• 健康第一お役立ち情報を！Report. 

第一生命保険株式会社（国立がん研究センター監修）
• 全国市区町村における子宮頸がん対策に関する調査結果※

https://gunmadaigaku-kk.inf.gunma-u.ac.jp/research01/ 
• 子宮頸がん検診リーフレット

https://ganjoho.jp/public/qa_links/brochure/leaflet/screening.html

※科学研究費助成金
「保健師を中心に地域に広げる子宮頸がん
予防対策の普及プログラム」

厚生労働省資材（9価ワクチン） 厚生労働省資材 第一生命保険株式会社資材 国立がん研究センターリーフレット



参考資料（自治体のワクチン受診勧奨の取り組みなど）
• 富山県：日本脳炎ワクチン接種時に案内、リーフレットによる個別通知、学校での案内配布、

接種後の症状に対応する医療体制整備など

• 大阪市：研究者※と共同でポスターを作成し市内全中学校に配布、みんパピ・株式会社Godotと連携

協定（京都市も参画）

• 岡山県：動画配信、リーフレット学校配布

• 青森県平川市、千葉県いすみ市、群馬県桐生市など：定期接種以外の費用助成

https://www.pref.okayama.jp/site/528/

富山県の取り組み
https://www.m3.com/news/open/iryoishin/857973

https://twitter.com/Osaka_Minpapi大阪市で中学校に配布されたポスター

※群馬大学情報学部 片山佳代子



参考資料（自治体の検診受診勧奨の取り組みなど）

• 東京都、大阪市、神奈川県川崎市など：成人式で子宮頸がん検診啓発資材の配布やビデオレター配信

• 大阪市など：大学と連携して子宮頸がん検診啓発資材や動画を作成

• 山梨県：大学と連携して検診車で大学を巡回、大学で講習会などを開催

• 横浜市：大学と連携してポスターデザインを公募し、市内で掲示、配布

• 静岡県浜松市：QRコード付きの子宮頸がん検診を送付、LINEの友達登録を通じて情報発信

• 群馬県渋川市：防災メールを通じた受診勧奨

東京都作成のビデオレター
https://www.metro.tokyo.lg.jp/tosei/hodohappy
o/press/2019/01/07/01.html

大阪市作成の動画
https://www.city.osaka.lg.jp/kenko/page/0000
018399.html

横浜美術大学のコンペで採用されたポスター
https://twitter.com/yokohamabidai/status
/1222799107594391553



参考資料（その他）
• 日本人のためのがん予防法

（科学的根拠に基づくがんリスク評価とがん予防ガイドライン提言に関する研究）https://epi.ncc.go.jp/can_prev/93/8969.html

• HPVワクチン接種後に生じた症状に関する診療マニュアル

一般財団法人日本いたみ財団.「HPV ワクチン接種後に生じた症状に関する診療マニュアル」

https://nippon-itami.org/hpv-vaccine_form （登録によりダウンロードが可能）

• 公益社団法人 日本医師会／日本医学会.「HPVワクチン接種後に生じた症状に対する診療の手引き」2015.

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou28/dl/yobou150819-2.pdf

• ヒトパピローマウイルス感染症の予防接種に関する相談支援・医療体制強化のための地域ブロック拠点病院整備事業の実施機関
（2023年4月3日時点）https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou19/notifications.html

• 「有効性評価に基づく子宮頸がん検診ガイドライン」2019年度版 http://canscreen.ncc.go.jp/guideline/shikyukeigan.html

• がん情報サービス「病名から探す」https://ganjoho.jp/public/cancer/index.html

– 子宮頸がん、中咽頭がん、膣がん、外陰がん、肛門がん

• 全国市区町村における子宮頸がん対策に関する調査結果※

https://gunmadaigaku-kk.inf.gunma-u.ac.jp/research01/ 

• 予防接種法の改正案について. 2022年9月2日第36回厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会 資料2（予防接種デジタル化含む）

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/000984865.pdf

• 今後のがん検診の受診率向上に資する方策について. 2022年2月4日第34回がん検診のあり方に関する検討会 資料2（がん検診のア
クセシビリティ向上策等の実証事業 含む）https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/000892491.pdf

※科学研究費助成金
「保健師を中心に地域に広
げる子宮頸がん予防対策の
普及プログラム」


